
【表紙】
 

【提出書類】 四半期報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の７第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成27年８月10日

【四半期会計期間】 第63期第１四半期（自　平成27年４月１日　至　平成27年６月30日）

【会社名】 クリナップ株式会社

【英訳名】 Cleanup Corporation

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長　　井上　強一

【本店の所在の場所】 東京都荒川区西日暮里６丁目22番22号

【電話番号】 ０３（３８９４）４７７１（代表)

【事務連絡者氏名】 取締役　　小島　輝夫

【最寄りの連絡場所】 東京都荒川区西日暮里６丁目22番22号

【電話番号】 ０３（３８９４）４７７１（代表)

【事務連絡者氏名】 取締役　　小島　輝夫

【縦覧に供する場所】 クリナップ株式会社生産本部

（福島県いわき市四倉町細谷字小橋前52番地）

クリナップ株式会社営業本部中部支社　

（愛知県名古屋市東区代官町34番29号）

クリナップ株式会社営業本部関西支社

（大阪府大阪市西区靭本町１丁目11番７号）

株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

 

EDINET提出書類

クリナップ株式会社(E02406)

四半期報告書

 1/17



第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第62期

第１四半期連結
累計期間

第63期
第１四半期連結

累計期間
第62期

会計期間
自平成26年４月１日
至平成26年６月30日

自平成27年４月１日
至平成27年６月30日

自平成26年４月１日
至平成27年３月31日

売上高 （百万円） 31,924 27,123 116,239

経常利益又は経常損失（△） （百万円） 1,876 △34 2,703

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益又は親会社株主

に帰属する四半期純損失（△）

（百万円） 1,095 △122 883

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 1,139 46 1,687

純資産額 （百万円） 56,379 56,136 56,509

総資産額 （百万円） 87,908 86,663 86,063

１株当たり四半期（当期）純利

益金額又は１株当たり四半期純

損失金額（△）

（円） 24.39 △2.95 20.84

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 64.1 64.8 65.7

営業活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △1,719 861 3,259

投資活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △1,017 △578 △4,360

財務活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △4,934 790 △6,659

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（百万円） 23,645 24,653 23,578

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等（消費税及び地方消費税をいう。以下同じ。）は含まれておりません。

３．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）等を適用し、当第１四半期連結

累計期間より、「四半期（当期）純利益又は四半期純損失（△）」を「親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益又は親会社株主に帰属する四半期純損失（△）」としております。

４．第62期第１四半期連結累計期間及び第62期の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

５．第63期第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半

期純損失金額であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

６．四半期連結財務諸表規則第５条の２第２項により、四半期連結キャッシュ・フロー計算書を作成しておりま

す。

 

２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社をいう。）が営む事業の内容につい

て、重要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、又は、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社をい

う。以下同じ。）が判断したものであります。

なお、当第１四半期連結累計期間より、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13

日）等を適用し、「四半期純利益又は四半期純損失（△）」を「親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主

に帰属する四半期純損失（△）」としております。

(1）業績の状況

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、政府による経済・金融政策を背景として雇用環境や企業収益に

改善傾向がみられましたが、個人消費の回復は依然として弱く、先行き不透明な状態で推移いたしました。

住宅設備機器業界におきましては、昨年４月の消費税率引上げによる駆け込み需要の反動減が長期化し、緩やかな

復調の兆しがみられるものの、厳しい市場環境となりました。

このような中で当社グループは、平成27年５月に『流レールシンク』を標準装備して新発売したシステムキッチン

「クリンレディ」や、『美コートワークトップ』を標準装備したシステムキッチン「Ｓ．Ｓ．」など、付加価値の高

い商品を市場に提供してまいりました。

販売面では、大切な顧客接点であるショールームでの価値提供強化を図るために、全国101ヶ所のショールームを

活用したフェアを開催し、当社の会員登録制組織「水まわり工房」加盟店をはじめとした流通パートナーとの連携も

深めながら、需要の拡大、獲得に努めてまいりました。

生産面では、東西の生産バランス再編を踏まえながら、引き続きＶＥ活動を推進し、原価低減に努めました。

以上の結果、当第１四半期連結累計期間の売上高を部門別にみますと、厨房部門では、システムキッチン「Ｓ．

Ｓ．」は数量、金額とも減、「クリンレディ」は数量、金額とも減、「ラクエラ」も数量、金額とも減となりまし

た。この結果、厨房部門の売上高は前年同期比17.1％減の207億１千８百万円となりました。

浴槽・洗面部門では、システムバスルーム「アクリアバス」は数量、金額とも減、「ユアシス」は数量、金額とも

減、洗面化粧台においても数量、金額とも減となりました。この結果、浴槽・洗面部門の売上高は前年同期比8.7％

減の49億４千９百万円となりました。

以上の結果、当第１四半期連結累計期間の売上高は、前年同期比15.0％減の271億２千３百万円となりました。利

益面では減収により営業損失３千２百万円（前年同期は営業利益19億６千８百万円）、経常損失３千４百万円（前年

同期は経常利益18億７千６百万円）、親会社株主に帰属する四半期純損失１億２千２百万円（前年同期は親会社株主

に帰属する四半期純利益10億９千５百万円）となりました。

 

(2）キャッシュ・フローの状況

当第１四半期連結会計期間末の現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ10億７

千４百万円（4.6％）増加して246億５千３百万円となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第１四半期連結累計期間において、営業活動の結果得られた資金は８億６千１百万円（前年同期は17億１千９百

万円の使用）となりました。これは税金等調整前四半期純損失が２千５百万円と前年同期比18億８千１百万円の減益

で、減価償却費が７億９千８百万円、売上債権の減少９億３千２百万円、未払金の増加６億１千９百万円があった一

方、たな卸資産の増加５億４千９百万円、賞与引当金の減少８億３千万円、法人税等の支払額１億６千５百万円が

あったこと等によるものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当第１四半期連結累計期間において、投資活動の結果使用した資金は５億７千８百万円（前年同期比43.2％減）と

なりました。これは生産設備の増設及び改修等により有形固定資産の取得による支出が５億７千万円、情報システム

構築に伴う無形固定資産の取得による支出が２億６千８百万円あった一方、投資有価証券の償還による収入が２億円

あったこと等によるものです。
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（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当第１四半期連結累計期間において、財務活動の結果得られた資金は７億９千万円（前年同期は49億３千４百万円

の使用）となりました。これは長期借入金の約定返済５億６千５百万円、配当金の支払いが４億１千８百万円あった

一方、短期借入れによる収入が18億円あったこと等によるものです。

 

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(4）研究開発活動

当第１四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、２億７千５百万円であります。

なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

(5）経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

当社グループの連結売上高に占める厨房部門の売上高割合は、当第１四半期連結累計期間76.4％、前連結会計年度

78.5％となっております。消費税増税による駆け込み需要の反動減が長期化し、緩やかな復調の兆しがみられるもの

の、厳しい推移をみせており、個人消費の先行きが不透明な経済環境の中、競合他社との競争が一層激化するものと

思われます。このような状況下において、消費者ニーズに適宜対応できなかった場合、厨房部門のシステムキッチン

の販売動向に影響し、当社グループの経営成績に影響を与えることが考えられます。

当社グループは、平成27年５月に『流レールシンク』を標準装備して新発売したシステムキッチン「クリンレ

ディ」や、『美コートワークトップ』を標準装備したシステムキッチン「Ｓ．Ｓ．」など、付加価値の高い商品を市

場に提供してまいりました。併せて、大切な顧客接点であるショールームでの価値提供強化を図るために、全国

101ヶ所のショールームを活用したフェアを開催し、当社の会員登録制組織「水まわり工房」加盟店をはじめとした

流通パートナーとの連携も深めながら、需要の拡大、獲得に努めてまいりました。

当社グループの収益は、革新的な商品とサービスを提供することによっております。今後も継続して、当社独自の

画期的な新商品開発による他社との差別化ができるよう、産産・産学連携を含め積極的な体制をとってまいります。

 

(6）資本の財源及び資金の流動性についての分析

当社グループの資金状況につきましては、営業活動の結果得られた資金は、８億６千１百万円（前年同期は17億１

千９百万円の使用）となりました。

投資活動の結果使用した資金は、前年同期に比べ４億３千９百万円減少し、５億７千８百万円となりました。

財務活動の結果得られた資金は、７億９千万円（前年同期は49億３千４百万円の使用）となりました。

なお、詳細につきましては、第２［事業の状況］３［財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析］

(2)キャッシュ・フローの状況に記載しておりますので、ご参照ください。

以上の結果、当第１四半期連結会計期間末の資金は、前連結会計年度末に比べ10億７千４百万円増加し、246億５

千３百万円となりました。

当社グループは、現在、運転資金及び設備投資資金について、内部留保資金又は借入により調達することとしてお

ります。

 

(7）経営者の問題認識と今後の方針について

当社グループは、高品質、高付加価値の革新的な商品を開発できると自負しており、また、市場に評価される新商

品を提供し、営業政策を通じて需要を創造し続けることが使命と認識しておりますが、競合他社動向を意識した新商

品開発に各社積極的になり、業界環境はさらに厳しさを増しております。この状況下で、先行優位、競争優位を維持

するために、常々商品の機能を強化し差別化に努めるとともに、商品開発期間の短縮も行っておりますが、商品のラ

イフサイクルも短縮化傾向にあり、開発コストの負担も増大しています。しかしながら、当社グループの将来の成長

は、革新的な商品とサービスの提供にあると確信しており、今後も業界の標準を変える様な商品を開発し、業績に繋

げてまいります。

また、当社グループは、ステンレスという素材を生かした他社にない商品づくりを特長のひとつとしております。

ステンレス等原材料価格高騰は、当社グループの業績へ影響を与える可能性がありますが、その影響を最小にする取

り組みを継続いたします。

さらに、生産の東西バランス再編を踏まえながら原価低減や全社的なコスト削減にも継続して努めてまいりたいと

考えております。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1)【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 130,000,000

計 130,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成27年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成27年８月10日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 41,942,374 41,942,374
東京証券取引所

（市場第一部）

単元株式数は100

株であります。

計 41,942,374 41,942,374 － －

 

(2)【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3)【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4)【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

(5)【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成27年４月１日～

平成27年６月30日
－ 41,942,374 － 13,267 － 12,351

 

(6)【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7)【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることができないことから、直前の基準日（平成27年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

①【発行済株式】

平成27年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 　普通株式　　　　50,100 － －

完全議決権株式（その他） 　普通株式　　41,877,900 418,779 －

単元未満株式 　普通株式　　　　14,374 － －

発行済株式総数 41,942,374 － －

総株主の議決権 － 418,779 －

（注）１．「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式97株が含まれております。

２．「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、日本マスタートラスト信託銀行株式会社（株式付与Ｅ

ＳＯＰ信託口）が所有する当社株式301,100株（議決権の数3,011個）が含まれております。

 

②【自己株式等】

平成27年６月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

クリナップ株式会社
東京都荒川区西日暮

里６丁目22番22号
50,100 － 50,100 0.11

計 － 50,100 － 50,100 0.11

（注）１．株式付与ＥＳＯＰ信託の信託財産（所有者名義「日本マスタートラスト信託銀行株式会社（株式付与ＥＳ

ＯＰ信託口」）301,100株は、連結財務諸表において自己株式として表示しておりますが、当該株式は、

信託管理人の指図に従い議決権行使されるため上記に含めておりません。

２．当第１四半期会計期間末日現在の自己株式数は50,227株であります。

３．当第１四半期会計期間末日現在の株式付与ＥＳＯＰ信託の信託財産は300,980株であります。

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、四半期連結財務諸表規則第５条の２第２項により、四半期連結キャッシュ・フロー計算書を作成しておりま

す。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（自平成27年４月１日至平

成27年６月30日）及び第１四半期連結累計期間（自平成27年４月１日至平成27年６月30日）に係る四半期連結財務諸

表について、仰星監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成27年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 21,564 22,639

受取手形及び売掛金 18,670 18,598

電子記録債権 7,155 6,371

有価証券 2,713 2,714

商品及び製品 2,663 2,862

仕掛品 118 111

原材料及び貯蔵品 1,001 1,000

その他 2,118 2,294

貸倒引当金 △41 △40

流動資産合計 55,964 56,551

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 9,346 9,267

その他（純額） 12,081 12,289

有形固定資産合計 21,427 21,557

無形固定資産 2,568 2,509

投資その他の資産   

投資有価証券 3,501 3,575

その他 2,673 2,541

貸倒引当金 △71 △70

投資その他の資産合計 6,103 6,045

固定資産合計 30,099 30,112

資産合計 86,063 86,663
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成27年６月30日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 7,036 7,170

短期借入金 2,059 3,630

未払金 10,147 10,405

未払法人税等 170 99

賞与引当金 1,131 301

資産除去債務 9 8

その他 2,532 2,796

流動負債合計 23,087 24,410

固定負債   

長期借入金 1,273 938

退職給付に係る負債 1,284 1,237

役員退職慰労引当金 416 416

厚生年金基金解散損失引当金 915 915

株式給付引当金 62 78

資産除去債務 362 361

その他 2,152 2,167

固定負債合計 6,467 6,115

負債合計 29,554 30,526

純資産の部   

株主資本   

資本金 13,267 13,267

資本剰余金 12,351 12,351

利益剰余金 29,387 28,845

自己株式 △310 △310

株主資本合計 54,695 54,153

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 1,029 1,215

為替換算調整勘定 130 131

退職給付に係る調整累計額 653 635

その他の包括利益累計額合計 1,814 1,983

純資産合計 56,509 56,136

負債純資産合計 86,063 86,663
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年６月30日)

売上高 31,924 27,123

売上原価 20,621 18,193

売上総利益 11,302 8,929

販売費及び一般管理費 9,334 8,962

営業利益又は営業損失（△） 1,968 △32

営業外収益   

受取利息 2 5

受取配当金 41 48

仕入割引 89 68

その他 44 60

営業外収益合計 179 183

営業外費用   

支払利息 9 7

売上割引 221 155

その他 40 23

営業外費用合計 271 185

経常利益又は経常損失（△） 1,876 △34

特別利益   

固定資産売却益 0 45

特別利益合計 0 45

特別損失   

固定資産除売却損 16 36

減損損失 3 0

特別損失合計 20 36

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期

純損失（△）
1,856 △25

法人税等 760 97

四半期純利益又は四半期純損失（△） 1,095 △122

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主

に帰属する四半期純損失（△）
1,095 △122
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年６月30日)

四半期純利益又は四半期純損失（△） 1,095 △122

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 69 186

為替換算調整勘定 △7 1

退職給付に係る調整額 △18 △18

その他の包括利益合計 43 169

四半期包括利益 1,139 46

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 1,139 46

非支配株主に係る四半期包括利益 － －
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半

期純損失（△）
1,856 △25

減価償却費 711 798

賞与引当金の増減額（△は減少） △1,062 △830

売上債権の増減額（△は増加） 1,706 932

たな卸資産の増減額（△は増加） △635 △549

仕入債務の増減額（△は減少） △1,033 133

未払金の増減額（△は減少） △306 619

その他 254 △98

小計 1,491 980

利息及び配当金の受取額 44 53

利息の支払額 △11 △6

法人税等の支払額 △3,243 △165

営業活動によるキャッシュ・フロー △1,719 861

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △845 △570

有形固定資産の売却による収入 0 63

無形固定資産の取得による支出 △171 △268

投資有価証券の取得による支出 △0 △0

投資有価証券の償還による収入 － 200

その他 △0 △2

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,017 △578

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 300 1,800

長期借入金の返済による支出 △399 △565

自己株式の取得による支出 △4,115 △0

自己株式の売却による収入 － 0

配当金の支払額 △698 △418

その他 △20 △25

財務活動によるキャッシュ・フロー △4,934 790

現金及び現金同等物に係る換算差額 △4 1

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △7,676 1,074

現金及び現金同等物の期首残高 31,321 23,578

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 23,645 ※ 24,653
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（企業結合に関する会計基準等の適用）

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）、「連結財務諸表に関する会計基

準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　

平成25年９月13日）等を当第１四半期連結会計期間から適用し、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分

から非支配株主持分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第１四半期連結累

計期間及び前連結会計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純損益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

　１ 保証債務

 金融機関からの借入金に対する保証債務は、次の通りであります。

前連結会計年度
（平成27年３月31日）

当第１四半期連結会計期間
（平成27年６月30日）

従業員 29百万円 従業員 27百万円

 

　２ 受取手形裏書譲渡高

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
当第１四半期連結会計期間
（平成27年６月30日）

受取手形裏書譲渡高 2,061百万円 2,277百万円

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次の

通りであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日）

現金及び預金勘定 21,631百万円 22,639百万円

有価証券勘定 2,013 2,714

償還までの期間が３か月を超える債券 － △700

現金及び現金同等物 23,645 24,653
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自平成26年４月１日至平成26年６月30日）

１．配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月26日

定時株主総会
普通株式 698 15  平成26年３月31日  平成26年６月27日 利益剰余金

 

２．株主資本の金額の著しい変動

当社は、平成26年５月８日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用さ

れる同法第156条第１項及び当社定款の規定に基づく自己株式の取得及びその具体的な取得方法として自己株

式の公開買付けを行うことを決議し、普通株式5,000,000株、取得総額4,085百万円の自己株式を取得し、平成

26年６月５日をもって終了しております。

この自己株式の取得等により、当第１四半期連結会計期間末における自己株式は4,309百万円となっており

ます。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自平成27年４月１日至平成27年６月30日）

　　配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月25日

定時株主総会
普通株式 418 10  平成27年３月31日  平成27年６月26日 利益剰余金

（注）平成27年６月25日定時株主総会決議による配当金の総額には、「株式付与ＥＳＯＰ信託口」が所有する

当社株式に対する配当金３百万円が含まれております。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間（自平成26年４月１日至平成26年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間（自平

成27年４月１日至平成27年６月30日）

当社グループは、住宅及び店舗・事業所用設備機器関連事業とその他事業を行っておりますが、報告セグメン

トは単一セグメントであり、重要性が乏しいため、記載を省略しております。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下の通りであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期

純損失金額（△）
24円39銭 △２円95銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額又は親会

社株主に帰属する四半期純損失金額（△）　　

（百万円）

1,095 △122

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利

益金額又は親会社株主に帰属する四半期純損失金

額（△）（百万円）

1,095 △122

普通株式の期中平均株式数（千株） 44,924 41,591

（注）１．前第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。

２．当第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純

損失金額であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３．当第１四半期連結累計期間の１株当たり四半期純損失金額の算定に用いられた普通株式の期中平均株式数に

ついては、自己名義所有株式分を控除する他、「株式付与ＥＳＯＰ信託口」が所有する当社株式（期中平均

株式数301千株）を控除して算定しております。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成27年８月10日

クリナップ株式会社

取締役会　御中

 

仰星監査法人

 

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 川﨑　浩　　　印

 

 業務執行社員  公認会計士 鈴木　誠　　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているクリナップ株式

会社の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成27年４月１日から平

成27年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年６月30日まで）に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッ

シュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。
 
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
 
監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
 
監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、クリナップ株式会社及び連結子会社の平成27年６月30日現在の財政状

態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していな

いと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
 
利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
 

以　上
 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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